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（
一
社
）
全
国
木
材
組
合
連
合
会
、

全
国
木
材
協
同
組
合
連
合
会
の
臨
時

総
会
・
理
事
会
、（
一
社
）
木
材
産

業
退
職
金
共
済
会
の
理
事
会
が
、
11

月
18
日
、
新
木
場
の
木
材
会
館
で
開

催
さ
れ
、
全
国
か
ら
大
勢
の
会
員
が

参
加
し
た
。
総
会
に
先
立
ち
、
午
前

に
正
副
会
長
会
議
が
開
催
さ
れ
、
総

会
の
進
め
方
等
に
つ
い
て
議
論
が
行

わ
れ
た
。
ま
た
、
10
月
に
鹿
児
島
市

で
開
催
を
予
定
し
て
い
た
「
第
55
回

全
国
木
材
産
業
振
興
大
会
」
が
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束
が

見
込
め
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
中
止
と

な
っ
た
が
、
鹿
児
島
県
林
材
協
会
連

合
会
を
は
じ
め
、
大
会
開
催
に
向
け

ご
尽
力
い
た
だ
い
た
皆
様
の
ご
労
苦

に
対
し
て
謝
辞
が
述
べ
ら
れ
た
。
な

お
、
大
会
に
合
わ
せ
て
実
施
し
て
い

た
表
彰
に
つ
い
て
は
、
臨
時
総
会
の

日
付
で
表
彰
状
を
作
成
し
、
受
賞
者

の
方
々
に
郵
送
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
全
木
連

臨
時
総
会

①
役
員
（
理
事
）
の
選
任
╱
５
月
の

通
常
総
会
（
書
面
）
後
に
交
代
が

あ
っ
た
県
木
連
会
長（
群
馬
、山
口
、

佐
賀
）
の
理
事
選
任
。

②
定
款
の
変
更
╱
書
面
又
は
電
磁
的

方
法
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
を
追

加
。

理
事
会

①
令
和
２
年
度
業
務
執
行
状
況
報
告

②
副
会
長
（
関
東
）
の
選
任
等
。

　
全
木
協
連

臨
時
総
会

役
員
（
理
事
）
の
選
任
（
群
馬
）。

理
事
会

令
和
２
年
度
中
間
事
業
報
告
、

副
会
長
（
関
東
）
の
選
任
。

　
木
退
共

理
事
会

令
和
２
年
度
業
務
執
行
状
況
報
告

臨
時
総
会
終
了
後
、
情
報
交
換
会

を
開
催
し
、
眞
城
英
一
林
野
庁
木
材

産
業
課
長
、
長
野
麻
子
同
木
材
利
用

課
長
、
遠
山
明
国
土
交
通
省
木
造
住

宅
振
興
室
長
か
ら
、
令
和
３
年
度
予

算
概
算
要
求
の
概
要
等
に
つ
い
て
の

説
明
が
行
わ
れ
た
。
引
き
続
い
て
質

疑
応
答
に
移
り
、
活
発
な
意
見
交
換

が
行
わ
れ
た
。

主催者挨拶　鈴木和雄全木連会長

全
木
連
・
全
木
協
連
臨
時
総
会
開
催 

受
賞
を
お
喜
び
申
し
上
げ
ま
す令和

２
年
秋
勲
章
・
褒
章
受
章
者　
（
敬
称
略
）

旭
　
日
　
小
　
綬
　
章
　
　
中
　
村
　
　
暢
　
秀
　
　（
大
　
阪
）

旭
　
日
　
小
　
綬
　
章
　
　
生
　
井
　
　
邦
　
彦
　
　（
茨
　
城
）

旭
　
日
　
双
　
光
　
章
　
　
佐
々
木
　
　
幸
　
久
　
　（
鹿
児
島
）

瑞
　
宝
　
単
　
光
　
章
　
　
仲
　
田
　
　
雅
　
美
　
　（
鳥
　
根
）

黄
　
　
綬
　
　
褒
　
　
章
　
　
遠
　
田
　
　
勝
　
一
　
　（
山
　
形
）

黄
　
　
綬
　
　
褒
　
　
章
　
　
牧
　
野
　
　
純
一
郎
　
　（
岡
　
山
）

黄
　
　
綬
　
　
褒
　
　
章
　
　
湯
　
川
　
　
晶
　
子
　
　（
大
　
阪
）

情
報
交
換
会
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～  お祝いの言葉  ～
本年度の退任団体長表彰、木材産業功労者表彰及び協同組合事業功績者表彰に当たりまして一言お祝いの言葉を述
べさせていただきます。
受賞される８５名の皆様は、永年にわたりまして木材利用活動の先頭に立たれ、木材産業の発展に多大なるご尽力
をいただきました。ご受賞を心からお慶び申し上げますとともに、そのご功績に対しまして改めて敬意を表するとこ
ろです。
今年は、新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの行事が中止や延期となり、私どもが毎年木材産業の振興
とともに表彰式を開催している「全国木材産業振興大会」も中止を余儀なくされたところです。ここに至るまでの九
州支部、特に鹿児島県林材協会連合会のご労苦に対し、厚く御礼申し上げる次第です。
本年の大会は残念ながら中止となりましたが、木材利用の推進、とりわけ都市部の木造・木質化は、着実に進
み始めています。
林野庁や国土交通省におかれては、都市部での木材利用、とりわけ国産材を活用した場合の予算措置の拡充等に取
り組んでいただいており、また、仙台において一般的な製材品で７階建ての純木造ビルが建てられるなど、これまで
木造・木質化が難しいとされてきた中高層ビルの木造・木質化計画が次々と公表されています。また、自民党では、
公共建築物等木材利用促進法の対象を民間建築物へも広げ、ウッドファースト社会の実現を目指す法案の成立に向け
た検討が始まっています。
成長する国内森林資源の活用を通じた地球温暖化防止、地方創生、国土強靭化といった国家的課題の解決に貢献す
る木材産業への国民の皆様の期待はますます高まってきており、都市部を含めた木材による街づくりが当たり前に進
められる時代が現実のものとなりつつあります。
皆様のこれまでのご活躍・ご功績の賜として、木材が街づくりの主役となる時代が間近に迫って来ており、関係者
一丸となってこれまで以上に取り組んでいく所存です。
表彰を受けられた皆様方におかれましては、引き続き森林・林業・木材産業界発展のためにご尽力賜りますようお
願い申し上げ、お祝いの言葉といたします。

一般社団法人　全国木材組合連合会　会長　鈴木　和雄
　　　　　全国木材協同組合連合会　会長　松原　正和

祝　辞
一般社団法人全国木材組合連合会及び全国木材協同組合連合会の会員の皆様方におかれましては、日頃より森林・林
業・木材産業を振興する施策の推進に当たり、格別の御理解・御協力を賜っておりますことに厚くお礼申し上げます。
また、この度、地域の木材業界の活性化、木材の需要拡大、公共建築物への木材利用の推進、労働災害の防止といっ
た木材産業の発展に多大なる御功績を残され、栄えある表彰を受けられた方々に敬意を表するとともに、この場をお
借りして心よりお祝い申し上げます。本年は、残念ながら新型コロナウイルス感染症の影響により、「第 55回全国
木材産業振興大会」が中止となりましたが、開催予定地でありました鹿児島県林材協会連合会をはじめ、大会の開催
に向けて御尽力された関係者の皆様方の御苦労に深く敬意を表する次第です。
さて、先人の御苦労により作り育てられた我が国の豊かな森林資源を持続的に利用し、林業・木材産業の成長産業
化と森林資源の適切な管理を両立するためには、まずもってマーケットの動向を踏まえた木材需要の創出や利用拡大
への取組が重要です。
昨今は、持続可能な開発目標（SDGs）や ESG 投資への注目が集まる中、経済界等においても再生可能な資源であ
る木材への関心が高まっているとともに、木質耐火部材の開発や建築基準の合理化など、技術面や制度面においても
木材利用の環境が整いつつあるなど、新たな木材利用を推進する社会の機運はかつてないほどに高まっています。
林野庁といたしましても、木材・林業の関係団体の皆様が取り組まれてきたウッドファースト運動とも呼応し、こ
うした機運をより確実なものとするため、木材の大きな需要先である住宅分野に加え、非住宅建築分野への利用拡大
に向けたCLTや耐火部材等の新たな製品・技術の開発、木材の安定的・効率的な供給体制構築のための施設整備のほか、
建設・設計事業者、施主となる企業等が参画して、民間非住宅分野等への木材利用促進を検討・協議する「ウッド・チェ
ンジ・ネットワーク」の設立など、様々な取組を進めているところです。今後とも、貴連合会及び会員の皆様のより
一層の御支援と御協力をお願い申し上げます。
結びに、貴連合会の益々の御発展と会員の皆様方の一層の御健勝、御活躍を心より祈念いたしまして、お祝いの言
葉とさせていただきます。　　　　　　　　

林野庁長官　本郷浩二
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法
律
改
正
に
向
け
た
議
連
で
の
意
見
交
換

令
和
２
年
９
月
３
日
（
木
）、
議

員
連
盟
（
会
長:
吉
野
正
芳
衆
議

院
議
員
）
の
令
和
２
年
度
第
２
回

総
会
が
自
民
党
本
部
で
開
催
さ
れ
、

吉
野
会
長
の
挨
拶
の
後
、
本
郷
浩

二
林
野
庁
長
官
、
和
田
信
貴
国
土

交
通
省
住
宅
局
長
の
挨
拶
に
続
き
、

長
野
麻
子
林
野
庁
木
材
利
用
課
長
、

石
坂
聡
国
交
省
住
宅
生
産
課
長
、

植
木
暁
司
同
官
庁
営
繕
部
整
備
課

長
か
ら
都
市
の
木
造
化
推
進
を
巡

る
状
況
等
に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ

た
。
次
い
で
、
法
律
改
正
に
向
け

た
団
体
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
が
行

わ
れ
、
本
会
の
鈴
木
和
雄
会
長
及

び
安
達
広
幸
（
一
社
）
日
本
木
造

耐
火
建
築
協
会
理
事
（
以
上
、
９

月
３
日
第
２
回
総
会
）、
村
松
二
郎

全
国
森
林
組
合
連
合
会
代
表
理
事

会
長
、（
一
社
）
日
本
建
設
業
連
合

会
（
小
林
道
和
㈱
竹
中
工
務
店
木

造
・
木
質
建
築
推
進
本
部
長
）、（
一

社
）
日
本
建
築
構
造
技
術
者
協
会

（
山
田
憲
明
㈱
山
田
憲
明
構
造
設
計

事
務
所
代
表
取
締
役
）（
以
上
、
10

月
１
日
第
３
回
総
会
）、
越
海
興
一

（
一
社
）
日
本
木
造
住
宅
産
業
協
会

専
務
理
事
、
有
田
礼
二
（
公
社
）

経
済
同
友
会
地
方
創
生
委
員
会
副

委
員
長
（
東
京
海
上
日
動
火
災
保

険
㈱ 

常
勤
顧
問
）（
以
上
10
月
15
日

第
４
回
総
会
）
が
そ
れ
ぞ
れ
現
状
・

要
望
等
を
行
っ
た
。

10
月
20
日
（
火
）
に
は
、
第
５

回
総
会
が
開
催
さ
れ
、
吉
野
正
芳

議
連
会
長
の
挨
拶
の
後
、
滝
波
宏

文
事
務
局
次
長
か
ら
、「
こ
れ
ま
で

の
団
体
・
有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
に

お
け
る
主
な
意
見
」（
別
掲
）
に
つ

い
て
、
ま
た
、
鈴
木
憲
和
事
務
局

次
長
か
ら
、「
都
市
の
木
造
化
推
進

の
方
策
に
つ
い
て
の
論
点
整
理
（
と

り
ま
と
め
）（
案
）」（
別
掲
）
に
つ

い
て
説
明
が
あ
り
、
全
会
一
致
で

了
承
さ
れ
た
。
最
後
に
、
金
子
恭

之
幹
事
長
か
ら
、
今
後
、
法
案
検

討
の
た
め
の
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム

（
金
子
幹
事
長
が
座
長
）
を
設
置
し
、

来
年
の
通
常
国
会
に
向
け
た
具
体

的
作
業
を
進
め
て
い
く
と
の
発
言

が
あ
っ
た
。

ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
は
、
11
月

以
降
３
回
の
会
合
を
開
き
、
公
共

建
築
物
等
木
材
利
用
促
進
法
の
改

正
法
案
骨
子
（
案
）
等
に
つ
い
て

整
理
し
、
12
月
の
議
員
連
盟
総
会

に
報
告
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

純
木
造
７
階
建
て
ビ
ル
の
視
察
会

10
月
23
日
（
金
）、
議
員
連
盟
に

よ
る
仙
台
駅
前「
髙
惣（
た
か
そ
う
）

木
工
ビ
ル
」
の
視
察
会
が
行
わ
れ
、

国
会
議
員
11
名
を
筆
頭
に
、
林
野

庁
・
国
土
交
通
省
の
幹
部
や
都
市

の
木
造
化
の
実
現
に
取
り
組
ん
で

い
る
団
体
協
議
会
か
ら
総
勢
31
名

が
参
加
し
た
。
吉
野
議
員
か
ら
は
、

「
木
で
ビ
ル
が
で
き
る
な
ん
て
夢
だ

と
思
っ
て
い
た
が
、
現
実
と
な
り

つ
つ
あ
り
、
感
慨
深
い
。」
と
の
発

言
が
、
ま
た
、
参
加
者
か
ら
は
、「
地

域
で
流
通
し
て
い
る
木
材
で
こ
ん

な
ビ
ル
が
作
ら
れ
る
の
は
素
晴
ら

し
い
。
ぜ
ひ
、
普
及
さ
せ
て
い
こ

う
。」
と
の
力
強
い
言
葉
が
口
々
に

発
せ
ら
れ
た
。

こ
の
ビ
ル
は
、
主
要
構
造
部
に
無

垢
材
を
使
用
し
た
国
内
初
の
純
木
造

７
階
建
て
で
、１
、２
階
は
テ
ナ
ン
ト
、

３
～
６
階
は
オ
フ
ィ
ス
、
７
階
は
事

務
所
・
住
居
、
敷
地
面
積
２
４
６

㎡
、
建
築
面
積
１
８
９
㎡
、
延
べ
床

面
積
１
，１
３
３
㎡
、
最
高
高
さ
は

２
７.

３
８
ｍ
と
な
っ
て
い
る
。
部
材

は
ス
ギ
製
材
を
主
体
に
柱
、
梁
、
土

台
、
間
柱
、
垂
木
、
壁
、
屋
根
、
床

用
と
し
て
計
４
６
７
㎥
も
使
用
さ
れ

て
お
り
、
１
㎡
当
た
り
の
木
材
使
用

量
は
、
一
般
住
宅
の
場
合
（
0.2
㎥
／

㎡
）
の
２
倍
強
と
な
っ
て
い
る
。

近
年
、
中
高
層
の
木
造
ビ
ル
が
多

く
建
設
・
計
画
中
だ
が
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
や

集
成
材
を
構
造
材
と
し
て
い
る
も
の

が
多
い
中
、
こ
の
ビ
ル
は
ス
ギ
製
材

の
「
束
ね
柱
」
や
「
合
わ
せ
梁
」
を

採
用
し
て
い
る
。
一
般
の
製
材
工
場

で
生
産
・
加
工
さ
れ
た
製
材
品
が

使
用
で
き
る
た
め
、
無
垢
製
材
品
の

需
要
拡
大
に
つ
な
が
る
可
能
性
が
高

く
、
更
に
地
方
で
の
建
設
に
当
た
っ

て
は
、
生
産
・
流
通
・
加
工
・
販
売

が
地
域
内
で
完
結
し
、
集
成
材
等
に

比
べ
て
輸
送
（
原
料
・
製
品
）・
加

工
経
費
が
削
減
さ
れ
る
等
の
メ
リ
ッ

ト
も
見
込
ま
れ
、
地
方
経
済
の
活
性

化
に
直
結
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て

い
る
。

こ
う
し
た
点
で
関
係
者
の
関
心

も
高
く
、
９
月
に
行
わ
れ
た
構
造

見
学
会
に
は
２
日
間
で
１
，２
０
０

名
が
来
場
し
、
建
設
、
不
動
産
、

行
政
関
係
者
の
み
な
ら
ず
森
林
組

合
、
製
材
等
川
上
、
川
中
の
業
界

か
ら
の
参
加
も
あ
っ
た
。

︱ 

出
席
者 

︱

国
会
議
員
：
中
谷
元
、
櫻
田
義
孝
、

吉
野
正
芳
、
谷
公
一
、
金
子
恭
之
、

伊
藤
信
太
郎
、平
口
洋
、小
島
敏
文
、

鈴
木
憲
和
、
滝
波
宏
文
、

高
野
光
二
郎

行
政
：
林
野
庁
前
島
明
成
林
政
部
長
、

眞
城
英
一
木
材
産
業
課
長
、

国
交
省
石
坂
聡
住
宅
生
産
課
長

ほ
か

鈴木会長意見陳述

視察の様子

森も
り林

を
活
か
す
都ま

ち市
の

木
造
化
推
進
協
議
会
の
活
動
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今後の都市木造化推進方策についての主な意見

注）環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮している企業を重視・選別して行う投資。
注）団体名の略称については、次のとおり。
	 全木連：全国木材組合連合会　　JSCA：日本建築構造技術者協会　　木耐建：日本木造耐火建築協会
	 全森連：全国森林組合連合会　　日建連：日本建設業連合会　　木住協：日本木造住宅産業協会　　同友会：経済同友会

意見

出席議員 団体・有識者

都市の木造化を通じた脱炭素社会の
実現について

・脱炭素社会に向けた都市の木造化を進める時期に来て
いる。

・ESG 投資（注）などが盛り上がりつつある今こそ、こ
れを都市の木造化の動きにつなげて取り組まなければ、
時期を逸することとなり、今後は無い。

・木造化・木質化が建築主（企業等）から自然に選択さ
れるよう、機運を高めていかなければならない。

・ウッドファースト社会の実現を目指した国民的運動を
展開するべき。　　　　　　　

（全木連）

公共建築物の木造化・木質化に
ついて

・国の公共建築物でもほとんど木材が使われない場合があ
るため、政府一丸となって木造化・木質化を推進するべき。

・地方自治体によって木材利用について温度差があるた
め、政府・業界が頑張って売り込んでいくことが必要。

・病院や介護施設について、建替えや新築が期待されて
いることから、その木造化等を、専門のコンサルも巻
き込みつつ推進する必要。

・コストや耐久性の問題はあるものの、CLT 等を使用した
木造建築物については、木材が見える外壁とするべき。

・公衆トイレや中小の集会所など、小規模な建築物等は
基本的に木造化すべき。

・木造の公共建築物等の整備に活用可能な補助事業・制
度等について、利用者にとってわかりにくいため、トー
タルでアドバイスするべき。

・公共建築物のみならず、民間施設として商業施設や病
院、学校などの建築主に対して広く木造化を促す取組
をしてもらいたい。               　　　　

　  （JSCA）
・公共建築物の設計者選定では、構造設計者の技術力が

評価される選定方法としていただきたい。
（JSCA） 

民間建築物の木造化・木質化に
ついて

・建築主（企業等）に対して木造化のメリットを明確に
していくことが重要。

・公共建築物等木材利用促進法の対象を民間建築物へも
広げるために、同法を改正すべき。

（木耐建、全木連、全森連、JSCA）
・建築物の用途別の木造化率などを分析して見える化し

てほしい。　　　　                              
       （木住協）

・各所管省庁で、各種業界に木材利用を働きかけてもら
いたい。

     （木住協）

その他

 　 各省の連携
 　 森林環境譲与税
　　　　　　  など

・川上から川中・川下（林業、木材加工・流通、建築等）
までが連携することが今こそ重要になっている。

・国交省と厚労省等でよく連携して、建築に係る大工以
外の職種（板金工、左官等）の育成にも力を入れても
らいたい。

・中大規模木造建築物の建築に必要な JAS 構造材の量を
確保するための仕組みが必要。

・森林所有者が山を手放さないよう、林業で儲かるよう
にしなければならない。

・地域でモデル性の高い木造建築物を造れば地方創生に
もつながるため、先進地域を参考に進めていくべき。

・森林は少ないが森林環境譲与税が多く配分される地方
自治体では、譲与税を活用した木材利用を進めるべき。

・森林環境譲与税を活用した木材利用については、国産
材（地域材）に限定してほしい。

・国産材（地域材）を活用する好事例をより一層横展開
してもらいたい。

・素材生産から建設までデジタル技術でつなげる取組が
今後重要。

  （日建連）
・JAS 認証工場を全国に展開できるようにしてもらいたい。

  （木住協）
・木材の供給・流通体制を整備すべき。

（同友会）
・住民の多い都市部において今後一層木材（地域材）を

使ってもらうことが重要。                           
   （全森連）

・木の価値を活かした建築物を造って、山に利益を還元
できる仕組みを作ってもらいたい。

   （ 全森連）
・森林資源を活用したサーキュラーエコノミー（循環型

経済）を確立するための環境整備が必要。 　　　　　　　　　　　　       　
（日建連）

・高付加価値な木材（地域材）の輸出等を進めることが
今後一層必要。

  （日建連）
・木材利用の促進に向けて、森林環境譲与税を有効に活

用することが必要。
 （同友会）

・木や木造に関する知識を、設計者や一般国民により一
層広めていくべき。

 （木住協）（同友会）
・ESG 投資（注）拡大のための環境整備が必要。                        

（日建連）
・都市の木造化に向けた技術開発等への支援を拡充するべき。                                                            

（全木連）

( 　      )
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都市の木造化推進の方策についての論点整理（とりまとめ）
令和２年１０月２０日

自由民主党
森
も り

林を活かす都
ま ち

市の木造化推進議員連盟

昭和２５年の衆議院「都市建築物の不燃化の促進に関する決議」以来、木材利用の抑制等を目指して都市建築

物の非木造化が進められてきた。

以来６０年余が経過し、戦後造成された森林資源が充実し利用期を迎えるなか、平成２２年の「公共建築物等木

材利用促進法」の成立を契機に、技術革新や木造建築への規制の合理化等により中高層建築物等における木材

利用の可能性が注目され、流れが大きく変わり始めた。

また、森林環境譲与税が創設され、森林・林業・木材産業にとって新しい時代を迎えた平成３１年４月、森
も り

林を活

かす都
ま ち

市の木造化推進議員連盟を設立し、都市と森林が連携し、関係業界等と一体となって都市における木造・

木質化等を目指し、関係予算の確保等に取り組んできたところである。

こうした中、本年６月の総会において、森
も り

林を活かす都
ま ち

市の木造化推進協議会（団体）から、都市の木造化推進の

方策における国産地域材振興の重要な柱として、創設から１０年を経過した「公共建築物等木材利用促進法」の抜

本的な改正（木材利用促進のための法律の拡充）について要望があり、９月３日から３回にわたり団体・有識者か

らのヒアリングを実施し、議論を行ってきた。

これらを踏まえ、次のような論点のとりまとめを行う。

１   「都市の木造化を通じた脱炭素社会の実現」について、ウッドファースト社会に向けた国民的運動を展開す
るとともに、パリ協定に基づく地球温暖化防止対策推進の観点からも、都市の木造化により脱炭素社会を
実現することを目指すべきである。

２　「民間建築物の木造化・木質化」について、公共建築物等木材利用促進法の対象を民間建築物にも広げる
とともに、優良事例の横展開を図り、民間の事業者等による建築物の木造化・木質化に係る責務も明確化
すべきである。

３　「公共建築物の木造化・木質化」について、木造率の低い中層以上の木造化・木質化を進めるための国・地
方公共団体・事業者等の取組・支援の強化や、政府・関係者の連携を推進すべきである。

４ 加えて、国産地域材の価格の向上、高付加価値な木材の輸出の促進、川上の素材生産から川下の建築まで
の連携、持続的な林業・木材産業・建設業の進展、国産地域材の安定供給や生産流通の高度化、多様な木
材需要の拡大、森林の持続可能な利用を推進すべきである。

　　以上のことから当議員連盟としては、公共建築物等木材利用促進法の改正を目指し、法案検討ワーキング
チーム（仮称）を早急に設置し、具体的な討を行うこととする。

以　上



令和 2年 12 月 4日（金曜日） （第 685 号）全　木　連　時　報

お役に立ちます！林業・木材産業信用保証
（独）農林漁業信用基金は、林業・木材産業事業者の方々が、融資機関から資金を借入する
場合、債務を保証することにより、円滑かつ有利に借入ができるよう、支援する公的機関です。

独立行政法人 農林漁業信用基金
〒101-8506 東京都千代田区内神田1丁目1番12号
TEL:03（3294）5585、5586　FAX:03（3294）5595
URL:https://www.jaffic.go.jp/index.html

融資枠を広げるためのお伝いをします
補助金の自己負担分等を、取引先の融資機関から借入
する際に、当基金が保証人となることで、円滑な資金
調達を支援いたします。

様々な資金用途を保証します
運転資金（原材料調達費や人件費等）や設備資
金（機材購入費等） が対象となります。

無利子の制度資金があります
事業計画が都道府県知事の認定を受けると、無利子
の融資を受けることができます。

新型コロナや災害も支援します
つなぎ資金や復旧資金の保証料を免除する
制度があります。

景  況  調  査
令和２年１０月分集計表　　　　（　　　　）内は実数

〔流通部門〕
当月の状況

販 売 量 増加３１％（２６） 変わらず４８％（４１） 　減少２１％（１８）

仕 入 量 増加２１％（１８） 変わらず５６％（４８） 　減少２２％（１９）

販売価格 上昇　５％（　４） 変わらず９１％（７７） 　下降　５％（　４）

仕入価格 上昇　９％（　８） 変わらず８２％（７０） 　下降　８％（　７）

プレカットの動向

発注後、加工までの
待ち時間

１ヶ月以内 １ヶ月 １ヶ月以上
２８％（１６） ６９％（４０） ３％（　２）

来月の見通し

販 売 量  増加  ２６％（２２） 変わらず６１％（５２） 　減少１３％（１１）

仕 入 量  増加  ２０％（１７） 変わらず６７％（５７） 　減少１３％（１１）

販売価格 強含み１２％（１０） 保ち合い８６％（７３）      弱含み  ２％（　２）

仕入価格 強含み１５％（１３） 保ち合い８４％（７１）      弱含み  １％（　１）

３ヵ月後相場予想 強 含 み 保ち合い 弱 含 み
米　　材 ３７％（２３） ５６％（３５） ８％（　５）
南 洋 材 １３％（　７） ８０％（４３）  　７％（　４）

北洋材（欧州材を含む） １８％（１０） ７４％（４２） ９％（　５）
国 産 材 ６％（　５） ８３％（６５）   １０％（　８）
建　　材 ５％（　３） ８７％（５４）   　８％（　５）

〔製造部門〕
当月の状況

販 売 量 増加３５％（３５） 変わらず５１％（５１） 　減少１４％（１４）

仕 入 量 増加３３％（３３） 変わらず４９％（４９） 　減少１８％（１８）

販売価格 上昇　６％（　６） 変わらず８６％（８６） 　下降　８％（　８）

仕入価格 上昇２４％（２４） 変わらず６９％（６９） 　下降　７％（　７）

プレカットの動向

発注後、加工までの
待ち時間

１ヶ月以内 １ヶ月 １ヶ月以上
５０％（２０） ４３％（１７） 　８％（　３）

来月の見通し

販 売 量  増加  ２５％（２５） 変わらず６１％（６１） 　減少１４％（１４）
仕 入 量  増加  ２６％（２６） 変わらず６３％（６３） 　減少１１％（１１）
販売価格 強含み１１％（１１） 保ち合い８４％（８４）      弱含み  ５％（　５）

仕入価格 強含み２０％（２０） 保ち合い７７％（７７）      弱含み  ３％（　３）

３ヵ月後相場予想 強含み 保ち合い 弱含み

米　　材 ４４％（１５） ４４％（１５） １２％（　４）

南 洋 材 　９％（　２） ７４％（１７） １７％（　４）

北洋材（欧州材を含む） ３６％（　９） ５６％（１４） 　８％（　２）

国 産 材 １６％（１５） ６３％（５７） ２１％（１９）

モニター数１２４　回答８６　回収率６９％ モニター数１２８　回答数１００　回収率７８％

全木連は、国産材を活用し
日本の森林を守る運動に
取り組んでいます。

http://www.kokusanzaikatuyo.jp/

お取引先の銀行、信用金庫、信用組合などの金融機関、当基金の窓口等へお気軽にご相談ください。
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間伐紙（木になる紙）を使用しています。

木
材
利
用
優
良
施
設

コ
ン
ク
ー
ル
表
彰
式
の
開
催

木
材
利
用
推
進
中
央
協
議
会
は
、
木
材

の
需
要
拡
大
を
図
る
た
め
木
材
の
素
晴
ら

し
さ
や
最
新
の
木
材
利
用
技
術
を
よ
り
多

く
の
方
々
に
知
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
目

的
に
、
平
成
５
年
か
ら
「
木
材
利
用
優
良

施
設
コ
ン
ク
ー
ル
」
を
開
催
し
て
優
良
な

木
造
化
・
木
質
化
施
設
を
表
彰
し
て
き
た
。

本
年
も
地
域
材
を
駆
使
し
、
木
材
の
ぬ

く
も
り
を
活
か
す
な
ど
、
素
晴
ら
し
い
作

品
の
応
募
が
多
数
あ
り
、
令
和
２
年
10
月

30
日
に
木
材
会
館
（
東
京
都
江
東
区
）
に

お
い
て
表
彰
式
が
盛
大
に
開
催
さ
れ
た
。

新
し
い
試
み
と
し
て
表
彰
式
を
Ｗ
Ｅ
Ｂ

で
中
継
し
、
表
彰
式
の
出
席
者
及
び
Ｗ
Ｅ

Ｂ
参
加
申
込
者
合
わ
せ
て
１
３
０
名
が
参

加
し
た
。（
木
材
利
用
推
進
中
央
協
議
会

HP

に
表
彰
式
の
映
像
を
掲
載
。）

受
賞
施
設
は
下
記
の
と
お
り
。

【
内
閣
総
理
大
臣
賞
（
１
点
）】

○
白
鷹
町
ま
ち
づ
く
り
複
合
施
設

（
山
形
県
西
置
賜
郡
白
鷹
町
）

受　
賞　
施　
設

【
国
土
交
通
大
臣
賞
（
１
点
）】

○
魚
津
市
立
星
の
杜
小
学
校

（
富
山
県
魚
津
市
）

【
林
野
庁
長
官
賞
（
３
点
）】

○m
orinos

（
森
林
総
合
教
育
セ
ン
タ
ー
）

（
岐
阜
県
美
濃
市
）
○W

ITH HARAJUKU

（
東
京
都
渋
谷
区
）

【
木
材
利
用
推
進
中
央
協
議
会

会
長
賞
（
４
点
）】

○FLATS W
OODS 

木
場

（
東
京
都
江
東
区
）

○
長
門
市
本
庁
舎
（
山
口
県
長
門
市
）

○
天
草
市
複
合
施
設

　
「
こ
こ
ら
す
」（
熊
本
県
天
草
市
）

○THE THOUSAND KYOTO 

　

  KOMOREBIDO

（
京
都
府
京
都
市
）

【
審
査
委
員
会
特
別
賞
（
２
点
）】

○Hokkaido CLT Pavilion

（
北
海
道
旭
川
市
）

○
高
知
学
園
大
学（高

知
県
高
知
市
）

【
農
林
水
産
大
臣
賞
（
１
点
）】

○m
other’s

＋（
マ
ザ
ー
ズ
プ
ラ
ス
）

（
北
海
道
白
老
郡
白
老
町
）

【
環
境
大
臣
賞
（
１
点
）】

○
有
明
体
操
競
技
場

（
東
京
都
江
東
区
）
○
日
光
市
本
庁
舎（栃

木
県
日
光
市
）

表彰式（内閣総理大臣賞）


